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１．事業の目的   

事業所では適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、円滑な運営

管理を図るとともに、要支援２要介護者であって認知症の状態にある利用者様に対し、適切なサービス

を提供することを目的とします。 

 

２．運営方針 

利用者様が事業所において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者様がその有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるようにします。 

 

３．事業者の内容 

事業者名称 社会福祉法人洞庵の園 代表者氏名 理事長 松本一敏 

本部所在地 佐賀県鳥栖市山浦町2973番地 

 

４．事業所の内容 

事 業 所 名 称 グループホームどうあん 指 定 番 号 ４１７０３００４５５ 

開 設 年 月 日 ２００５年１１月１日 直近更新年月日 ２０２３年１１月１日 

管 理 者 氏 名 太田 由美子 電 話 番 号 ０９４２－８１－２０２２ 

所 在 地 佐賀県鳥栖市山浦町２９７５番地５ 

サービス提供時間 ２４時間体制（内日中時間帯：６時～２１時） 

利 用 定 員 内 訳 ９名 

サービス提供地域 
鳥栖地区広域市町村圏組合（鳥栖市・基山町・みやき町・上峰町）及び指

定を受けた地域 

居 室 
１ユニット当たり９部屋（個室） 定員１名 １２．４２㎡ 

ベッド、押入れ、エアコンは備品として設置 

食 堂 兼 居 間 １ユニット当たり１ケ所 ８０．０３㎡ 

そ の 他 台所・浴室・便所・事務所・集会所 

 

（２）事業所の従業者体制 

職種 業務 人数 

管理者 
業務及び職員等の 

一元的管理 

常勤１名以上 

（他職を兼任することがあります）  

計画作成担当者 介護計画の作成 常勤１名以上（他職を兼務する場合があります）   

介護従業者 利用者様の介護  １名以上（利用者様３名に対し１名以上） 

介護支援専門員  介護計画の総括 １名以上 
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（３）サービスの内容 

サービス区分と種類 サービスの内容 

入浴 １週間に２回以上、適切な方法での入浴の提供 

排せつ トイレ誘導やおむつの交換 

食事 
利用者様の身体状況等を考慮した食事を１日３食

（朝、昼、夕）提供 

日常生活上の世話、支援 
入浴、食事、排泄、着替え、移動、移乗等の日常生

活で必要な介護、介助を行う 

日常生活の中での機能訓練 残存機能を活用しての機能訓練 

〔介護予防〕認知症対応型共同生活介護

計画の作成 

利用者様の心身の状況、希望及びそのおかれて

いる環境を踏まえて、他の介護従業者と協議の

上、援助の目標、当該目標を達成するための具体

的なサービスの内容等を個別に作成 

相談、援助 
介護等に関する相談 

介護認定申請に係る援助・退居時の援助 

社会生活上の便宜の提供 
趣味嗜好に応じた活動の支援・行政機関代行手続

き・家族との交流の機会の提供 

※これらのサービスのなかには、利用者様の方から基本料金とは別に利用料金をいただくもの

もありますので、具体的にご相談ください。 

 

４．利用料等 

①事業所が提供する事業の利用料は、介護報酬告示上の額とし、そのサービスが法定代理受領サー

ビスであるときは利用料のうち各利用者様の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとします。 

②以下について別紙料金表の通り支払いを受けるものとします。 

居室料・食材費・上下水道光熱費等・おむつ処分費・寝具リネン費・預り金等管理費・その他

日常生活において通常必要となる費用で利用者様が負担することが適当と認められる費用 

③月の中途における入居または退居については日割り計算とします。 

④利用料の支払いは、月ごとに発行する請求書に基づき、現金または銀行口座振替によって指定

期日までに受けるものとします。 

⑤退居時の費用については、利用契約書第１３条、第１８条の通りとします。 

⑥費用を変更する場合には、あらかじめ利用者様及び同代理人様に対し、事前に文書により説明

した上で、同意を得るものとします。 

 

５．入退居に当たっての留意事項 

   事業の対象者は、要支援２要介護で医師に認知症と診断された者のうち、少人数による共同生活

を営むことに支障がない者とし、次のいずれかに該当する者は対象から除かれます。 

①認知症の症状に伴う著しい精神症状を伴う者 

②認知症の症状に伴う著しい行動異常がある者 

③認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者 

④自傷他害のおそれがある者 
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⑤医療機関において常時治療をする必要がある者 

⑥入居後状態が変化し、前各項に該当する場合は、退居してもらう場合があります。 

⑦退居に際し、利用者様及び家族の意向を踏まえた上で、他のサービス提供機関と協議し、介護の継

続性が維持されるよう、必要な援助を行うよう努めます。 

⑧利用契約書第１５条、１６条、１７条に該当した場合は契約終了、解除となります。 

 

６．衛生管理 

①事業所は、利用者様の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な

管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

②事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように措置を講じます。 

 

７．緊急時・事故発生時おける対応策 

①事業の提供を行っているときに利用者様の病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに

主治医又は事業所が定めた協力医療機関に連絡する等の措置を講じるとともに、管理者に報告しま

す。また、主治医への連絡が困難な場合は、救急搬送等の必要な措置を講じます。 

   ②事業所は、利用者様に対する事業の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者様の家

族、各関係機関等に連絡するとともに、事故の状況及び事故に際して行った処置について記録をす

ると共に原因を解明し、再発防止対策を講じます。 

   ③事業所は、利用者様に対する事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を

速やかに行います。 

 

８．非常災害対策 

①非常災害に備えて、消防計画等を作成し、防火管理者等についての責任者を定めます。 

②非常災害に備え、定期的（年２回以上）に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

９．協力医療機関等 

事業者は、主治医との連携を基本としつつ、利用者様の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力

医療機関及び協力歯科医療機関、協力介護老人福祉施設を定めます。 

   協力医療機関 

医療法人社団 武田内科医院 鳥栖市村田町７１５番地 

松岡病院 鳥栖市西新町１４２２ 

医療法人社団 山津医院 鳥栖市萱方町２７０ 

協力歯科医療機関 医療法人健栄会 門司歯科医院 鳥栖市田代上町２２１ 

介護老人福祉施設 特別養護老人ホーム ひまわりの園 鳥栖市田代本町９２４－１ 

     

10．苦情処理 

①利用者様及び契約代理人や家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、

担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、説明、記録の整備等必要な措置を講じます。 

②苦情相談窓口 

 

＜事業所の窓口＞ 

窓口担当 太田由美子（管理者） 

受付時間 １０：００～１６：００（土日、祝日を除く） 
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ご利用相談室 電話番号 ０９４２－８１－２０２２ 

ＦＡＸ番号 ０９４２－８１－２１０２ 

Ｅ－Ｍａｉｌ info-douan@douan.or.jp 

＜保険者の窓口＞ 

鳥栖地区広域市町村圏

組合  

窓口担当 介護保険課 

所在地 鳥栖市本町３丁目１４９４－１ 

電話番号 ０９４２－８１－３３１７ 

＜公的団体の窓口＞ 

佐賀県国民健康保険団

体連合会  

窓口担当 介護保険課苦情処理 

所在地 佐賀市呉服元町7番28号 佐賀県国保会館 

電話番号 ０９５２－２６－１４７７ 

 

11.秘密保持 

①事業所は、利用者様及び家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働

省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵

守し適切な取り扱いに努めます。 

②事業者が得た利用者様及び家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の

目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用者様及び家族の同意を

書面により得るものとします。 

 

12. 虐待防止に関する事項 

   ①事業所は、利用者様の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止する対策を検討する委員会を

定期的（年１回以上）に開催します。 

②虐待防止のための指針を整備します。 

③虐待を防止するための定期的（年２回以上）な研修を実施します。 

④前３号に掲げる措置を適切に実施するために担当者を置きます。 

⑤事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者様の家族等高齢者を現に養

護する者）による虐待を受けたと思われる利用者様を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通

報します。 

 

13.身体拘束 

①事業所は、当該利用者様又は他の利用者様等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体的拘束その他利用者様の行動を制限する行為は行いません。やむを得ず身体拘

束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者様の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由を記録します。 

②事業所は、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催します。 

③身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

④身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

 

 

mailto:info-douan@douan.or.jp
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14.地域の連携など 

①事業所は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等

地域との交流に努めます。 

②事業所は、事業の提供に当たっては、利用者様、利用者様の家族、地域住民の代表者、本事業所

が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、本事業について知見を有する者等により構成さ

れる協議会（運営推進会議）を設置し、おおむね２月に１回以上、運営推進会議に対し提供している

本事業所のサービス内容及び活動状況等を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運

営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けます。 

 

15.業務継続計画の策定等 

①事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者様に対する事業の提供を継続的に実施

するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため業務継続計画を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講じます。 

②事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

（年２回以上）に実施します。 

 

16.損害賠償 

   ①利用者様に対する事業の提供に当たって、賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償

を行います。ただし、損害の発生について、利用者様に故意又は過失が認められた場合には、利用

者様の置かれた心身の状況等を斟酌して、施設の損害賠償責任を減じさせていただきます。 

 

17. その他運営についての重要事項 

①全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に

規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護

に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じます。 

②従業者等の質の向上を図るため、採用時研修（採用後３ヶ月以内）、経験に応じた研修（随時）の機

会を設けます。 

③従業者は、業務上知り得た利用者様及びその家族の秘密を保持します。 

④事業者は従業者が在職中のみならず退職後においても、業務上知り得た利用者様及びその家族の

秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じます。 

⑤事業所はこの事業に関する諸記録を整備するとともに、法令に定める期間保存します。 

⑥従業者に対して年２回の定期健康診断を実施します。 

⑦事業所は、適切な事業の提供を確保する観点から、職員、利用者様及びその家族や契約代理人様

等が職場等において性的な言動や行為又は優越的な関係を背景とした言動行動で業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じます。 

⑧事業所は、利用者様やその家族や契約代理人様等からのカスタマーハラスメントを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

⑨運営に関する重要事項は、理事長が定めるものとします。 
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18.第三者による評価の実施状況等 

①実施日：令和８年３月２８日 

②評価機関名称：地域密着運営推進会議 

   ③評価結果は事業所内の見やすい場所に掲示する 
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グループホーム どうあん 

医療連携体制加算における「重度化した場合における対応に係る指針」 

 

１ 急性期における連携体制について 

※職員は契約医療機関にすぐさま連絡をし、入居者の状況を報告し医師が到着するまでの判断

をあおぎ到着を待つ 

 

２ 入院期間中における費用の取り扱いについて 

※食費・上下水道光熱費・共用部消耗品日は日額×実数 

※居室料は通常通り 

※寝具リネン費、おむつ処分費は月初めから月末までの入院時は免除 

  

３ 看取りについて 

※本人の意思を第一に優先するが、本人の判断能力が欠如している場合においては、入居時に

おける本人と契約代理人様等の聞き取りを行い当初資料として記録に残して置く様にする 

※終末までの日常生活の中において当施設職員による聞き取りを記録として残して置く様にする 

※施設は可能な限り援助、支援を行う。 
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（別紙１） 

単位：円

要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

761 765 801 824 841 859

1,080 1,080 1,080 1,080 1,080 1,080

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

700 700 700 700 700 700

4,041 4,045 4,081 4,104 4,121 4,139

121,230 121,350 122,430 123,120 123,630 124,170

単位 利用者負担 備考

日 120 発生時

日 246 １ヶ月６日

日 30

月 100

日 37

日 5 発生時

回 250 発生時

回 400 発生時

月 30

回 20

月 40

月 10

月 240 発生時

月 10

日 22

月

費　　用

預り金等管理費

グループホームどうあん　料金表

■介護報酬告示額（２０２６年６月１日現在）厚生労働省通達

①基本料金等〔介護予防〕認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）

介 護 区 分

日 額

居 室 料

食 材 費

日 額

月額（ 30日換算）

②加算項目

　項　　目

上 下 水 道 光熱 費等

科学的介護推進体制加算

若年性認知症利用者受入加算

入院時費用

初期加算

協力医療機関連携加算

医療連携体制加算Ⅰ（ハ）（要介護）

医療連携体制加算Ⅱ（要介護）

新興感染症等施設療養費

生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

介護職員等処遇改善加算Ⅰロ

◆上記は１割負額となっていますので、それ以外の方はお尋ねください

退去時情報提供加算

退去時相談援助加算

口腔衛生管理体制加算

口腔・栄養スクリーニング加算（６ヶ月に１回）

所定単位数×２２．８％

◎生活保護者は上記の限りではありませんので問い合わせ下さい

理美容代・紙おむつ・医療費・行事参加
費・クラブ材料費・その他日常生活におい
て通常必要となる費用で利用者様負担が適
当と認められる費用

実費

③介護保険給付外費用（2025年10月1日現在）

項　　目 費　　用 項　　目

寝具リネン費 ３，７００円（月）

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

※利用料は①基本額＋②加算項目＋③介護保険給付外費用の合計になります。

おむつ処分費 １，７００円（月）

１，０００円（月）

◎月途中入居、退去の場合は日割り計算となりますが、月額設定料金は全額お支払いとなります

 
 


